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【表紙説明】

表紙の背景の森は、日本郵政グループが支援している「子どもの森づく

り運動」の取り組みの核となる「ＪＰ子どもの森づくり運動」実施園である

栃木県の高根沢第二幼稚園の園林です。この場所では、園児や保護者が

折々に集い、自然を満喫しています。ここに、14ページで紹介している同

園の園児達が拾って育てたドングリの苗木を植樹する予定です。

表紙の帯写真は、同じく、全国各地の実施園での種拾い・種植え活動の様

子です。この活動は、徐々に全国に広がっています。

撮影協力（場所） ： 斎藤幸成さん（高根沢第二幼稚園）
撮影 ： 柳沢克吉さん（フォトグラファー）
写真提供 ： 清水英二さん（NPO法人子どもの森づくり推進ネットワーク）
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■ 名　称

日本郵政株式会社

■ 設立年月日

平成18年1月23日

■ 設置根拠法

日本郵政株式会社法（平成17年10月21日法律第98号）

■ 取締役兼代表執行役社長

齋藤 次郎

■ 本社所在地

〒100-8798　東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

■ 電話番号

03-3504-4411（日本郵政グループ代表番号）

■ 資本金

3兆5,000億円

■ 株主

財務大臣 100％

■ 従業員数（平成21年9月30日現在）

3,413名※

※ 従業員数は、正社員数を記載しており、日本郵政（株）から他社への出向者および

臨時従業員を含まず、他社から日本郵政（株）への出向者を含んでおります。

■ 主な事業所

人事・経理集約センター：1、健康管理事務センター：1、健康管理施設：48、

ファシリティセンター：7、病院：14、宿泊施設：71、郵政資料館：1 

■ 事業内容

グループ会社に対する経営管理

会社概要

■  このレポートは、日本郵政、郵便局、郵便事業、ゆうちょ銀行およびかん

ぽ生命保険の主要５社態勢で日本郵政グループが民間企業として出発

した平成19年10月以降初めて発行する社会・環境レポートです。日本

郵政グループとして新たに取り組んだこと、国・公社の時代と変わること

なく取り組んできたことを具体的かつ詳細にお知らせするものです。

■  このレポートでは、地域社会および地球環境に対して日本郵政グループ

が取り組む際の考え方をお示ししたうえ、日本郵政グループ全体の取り

組みを鳥瞰いただき、その後で各社の取り組みを重点課題ごとにご覧

いただくことができるように掲載しています。

■  そのほか、日本郵政グループの取り組みについては、ホームページを用

いてより詳細な報告をしています。

　 http://www.japanpost.jp/csr/

対象範囲

原則として、日本郵政および主要なグループ会社※を対象としています。
※郵便局、郵便事業、ゆうちょ銀行およびかんぽ生命保険の計４社

対象期間

平成19年10月から平成21年9月までの活動内容を中心にご報告してい

ますが、より正確な情報をお伝えするため、一部については、平成21年10

月以降のものも含みます。

発行時期／次回発行予定

平成22年3月（今回初めて発行）

次回発行：平成22年10月予定

編集方針
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日本郵政グループの事業概要

日本郵政グループの事業概要
日本郵政グループは、「郵便」「銀行」「保険」という異なる3つの事業を、すべての市町村※

にある郵便局という窓口ネットワークでつなぎ、日本の津々浦々へ安心・信頼できるサービスを
お届けしていきます。 ※東京都の特別区を含みます。

郵便局株式会社

郵便局株式会社では、日本郵政グループ各社
からの業務の委託を受け、郵便・貯金・保険と
いった国民生活に密着した基礎的なサービス
を提供しています。

会社概要

■本社所在地
〒100-8798
東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

■資本金 1,000億円
■設立年月日 平成19年10月1日
■従業員数 114,443名
注：従業員数は、正社員数を記載しており、郵便局（株）
から他社への出向者および臨時従業員を含まず、他社
から郵便局（株）への出向者を含んでおります。

■事業内容
郵便やゆうパック等に関する窓口業務、印紙
の売りさばき、銀行代理業、金融商品仲介業、
生命保険・損害保険の募集業務、不動産業、
物販業、地方公共団体からの受託業務など

■主な事業所
支社13、直営の郵便局20,239（分室35を含む）、
簡易郵便局4,294
※ 分室35のうち2は、簡易郵便局の一時閉鎖の応急措置と
して暫定的に設置しているもの。
※一時閉鎖中の直営郵便局8局、簡易郵便局300局含む。

郵便事業株式会社

郵便事業株式会社では、郵便のユニバーサル
サービスを維持しつつ、人々が安心できるコ
ミュニケーション、確実、迅速な物流機能を提
供しています。 

会社概要

■本社所在地
〒100-8798
東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

■資本金 1,000億円
■設立年月日 平成19年10月1日
■従業員数 94,619名
注：従業員数は、正社員数を記載しており、郵便事業
（株）から他社への出向者および臨時従業員を含まず、
他社から郵便事業（株）への出向者を含んでおります。

■事業内容
郵便・国内物流事業、国際物流事業、ロジス
ティクス事業など

■主な事業所
支社13、支店1,091、集配センター2,544

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社ゆうちょ銀行では、233の直営店と
銀行代理店である全国2万4千の郵便局とい
う広範なネットワークを通じ、貯金や送金・決
済などのサービスを提供しています。

会社概要

■本社所在地
〒100-8798
東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

■資本金 3兆5,000億円
■設立年月日 平成18年9月1日
平成19年10月1日に「株式会社ゆうちょ」から「株式会

社ゆうちょ銀行」に商号変更

■従業員数 12,161名
注：従業員数は、（株）ゆうちょ銀行から他社への出向者
を含まず、他社から（株）ゆうちょ銀行への出向者を含
んでおります。また、嘱託および臨時従業員は含んでお
りません。

■事業内容 銀行業
■主な事業所
営業所234、地域センター49、貯金事務セ
ンター11、貯金事務計算センター2

株式会社かんぽ生命保険

株式会社かんぽ生命保険では、保険商品、各
種サービスの提供、保険契約の維持・管理、資
産運用などの生命保険業をとおして、確かな
保障を提供しています。

会社概要

■本社所在地
〒100-8798
東京都千代田区霞が関一丁目3番2号

■資本金 5,000億円
■設立年月日 平成18年9月1日
平成19年10月1日に「株式会社かんぽ」から「株式会

社かんぽ生命保険」に商号変更

■従業員数 6,447名
注：従業員数は、（株）かんぽ生命保険から他社への出向
者を含まず、他社から（株）かんぽ生命保険への出向者
を含んでおります。また、嘱託および臨時従業員は含ん

でおりません。

■事業内容 生命保険業
■主な事業所
統括支店13、支店67、サービスセンター5、
コールセンター1

注1 ：  各社とも従業員数、事業所数など資本金以外の数値はすべて平成21年9月30日現在のものです。
注2 ： 挿絵4点は郵政資料館蔵

三代広重 「東京開化名所 四日市郵便役所」 明治8年
柴田真哉 「郵便取扱之図（郵便物輸送）」 明治10年代

 「郵便貯金奨励双六」 明治35年 「創業時の簡易保険ポスター」 大正5年
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お客さま 株主 社員 地域社会 お取引先など

人に優しい
事業環境の整備

社会、地域社会
への貢献の推進

環境保全
活動の推進

顧客満足度の向上

適時・適切な
情報開示の推進

生産性向上・新しい
企業価値の創造

コンプライアンス、
内部統制の確保

経営会議 各フロントライン

郵便局等

支店等

支店等

支店等

日本郵政株式会社

郵便局株式会社

郵便事業株式会社

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社かんぽ生命保険

日本郵政（株）CSR委員会

グループ
CSR連絡会

人に優しい
事業環境整備部会

環境・社会貢献
推進部会

グループ各社の本社・支社・フロントラインは、双方向で情報を交流しなが
ら施策を展開します。
本社は活動のための仕組みづくりや部外関係者との情報交流を行います。
日本郵政（株）は、グループ各社を支援し、グループ全体として整合性のあ
るメッセージを発信します。

グループとしての取り組みの
方向性を協議します

各社で方向性を
確認・共有します

具体的な実施内容などを協議します

専門部会

支社

支社

日本郵政グループのCSR
日本郵政グループにとって、CSRとは、グループ各社が各事業を日本郵政グループとしての
７つのCSR課題に留意しつつ、自ら設定する高い規律に沿って推進することを通じてグループ
経営理念の実現を図り、持続的な成長を確保するための活動を指すものです。

経営理念と日本郵政グループのCSR

日本郵政グループにとって、CSRは、自ら設定する
高い規律に基づいて事業を推進することにより、グ
ループ経営理念の実現を図り、持続的な成長を確保
するための活動です。
こうした位置づけのもと、活動により具体性を持た
せるため、7つのCSRの課題を定めたうえで、そのう
ちの3項目をグループとして特に共通的に取り組む重
点課題として位置づけ、グループ各社において取り組
んでいます。

グループ経営理念

これまで公の機関として培った安心、信頼を
礎として、民間企業としての創造性、効率性を
最大限発揮し、お客さまの期待に応えお客さま
の満足を高めお客さまとともに成長します。経
営の透明性を自ら求め、規律を守り、社会と地
域の発展に貢献します。

7つのCSR課題と3つの重点課題

7つのCSRの課題のうち、「顧客満足度の向上」「生
産性向上・新しい企業価値の創造」「適時・適切な情報
開示の推進」「コンプライアンス、内部統制の確保」は、
日本郵政グループが事業を行っていくうえでお客さま、
株主から求められる取り組みです。これらはCSRの課
題という認識を明確にしつつ、グループ各社が自主的
かつ主体的な取り組みを行うこととしています。
一方、「人に優しい事業環境の整備」「社会、地域社
会への貢献の推進」「環境保全活動の推進」は、日本
全国の多くのお客さまに商品・サービスを提供する
グループの責務として、また、中長期的な観点からグ

ループの持続的な成長の確保には欠かせないとの認
識のもと、グループ共通の「CSR重点課題」として特
に重点的に取り組んでいます。

3つのCSR重点課題の取り組みにあたっては、グ
ループの責務であり欠かすことができない活動であ
るということから、多くの方に評価される意味のある
活動を長期的に行うことができるように努めることと
しています。また、グループのブランド力の向上につ
なげていくなど、競争力の源泉となり、持続的な成長
の原動力となるように努めていきたいと考えています。

● 日本郵政グループのCSR（7つの課題）

CSR取り組み体制

● CSR取り組み体制

実効的なCSRの取り組みを推進するため、日本郵政グループ各社が「チーム・マイナス6％」に、日本郵政株式会社

がグループを代表して「国連グローバル・コンパクト」に参加し、積極的に活動していくことを内外に宣言してきました。

「チーム・マイナス6％」、「国連グローバル・コンパクト」への参加

※チーム・マイナス６％
環境省が主導する、京都議定書に定める温室効果ガス排出量６％の削減を実現する
ための国民的プロジェクト。基本的に、個人、団体が温室効果ガス排出量削減の自主
的な活動を行うもの。

※国連グローバル・コンパクト（The United Nations Global Compact）
国連が各企業に対して、それぞれの影響力の及ぶ範囲内で、人権・労働基準・環境・腐
敗防止に関する10原則を遵守し実践するよう要請しているもの。これに署名する企
業は、トップ自らのコミットメントのもと参加する。

日本郵政グループは、グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークが主催する環境
ポスター展に出展するなど、その取り組みに参加しています。また、6月1日の「人権
擁護の日」に合わせて社員向けのグループ報で人権に関する解説をするとともに、グ
ローバル・コンパクトに参加していることの周知を図っています。

このマークは、日本郵政グループの環境ビジョンに基づいて実施する「地球

温暖化の原因となるCO2（二酸化炭素）などの温室効果ガスを、削減、吸収、打

ち消す活動（啓発活動を含む）」に使用することができることとしているグルー

プのカーボンマネジメント活動のシンボルマークです。現在、カーボンオフセッ

トはがき、JPの森づくり活動横断幕などに使用されています。

「JPカーボンマネジメントアクションマーク」
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●  日本郵政グループは、美しく住みやすい地球を将来の子どもたちに継承するための自らの責任を認識し、グループ経営
の重要課題として地球および地域の環境保全に努めます。また、法令その他の各種協定などを遵守し、事業遂行から生じ
る汚染その他の問題を未然に防ぐように努めます。

●  地球および地域の環境の状況や、日本郵政グループの事業活動が環境に与える影響を検証し、具体的な目標を定め、定
期的な見直しをすることで取り組みの継続的な改善を図ります。特に次の項目を環境の取り組みにおける重点領域とし、
革新的な取り組みを進めていきます。

（1）地球温暖化対策の実施
総量ベースで目標数値を定め、事業から排出されるCO2の削減※に取り組むとともに、CO2の直接的および間接的な排
出を適切に管理するカーボンマネジメント戦略を体系的に構築し、実行します。

（2）持続可能な森林育成の推進
紙の使用に関して、総量ベースで目標数値を定めて削減に取り組むとともに、事業活動と社会貢献活動の両面から持続
可能な森林育成に貢献します。

●  事業活動における自主的な取り組みはもとより、日本郵政グループの事業の多様さと日本全国のお客さまと協働ができ
るという特性を活かし、環境保全に寄与する商品提供と社会貢献活動を推進します。

●  日本郵政グループ各社はこの環境ビジョンを共有し、環境に関する情報とともに、この環境ビジョンを積極的に公開します。

※本ビジョンにおいて対象とするCO2はエネルギー起源CO2に限ります。

日本郵政グループ環境ビジョン人に優しい事業環境の整備重点課題 1

社会、地域社会への貢献の推進重点課題 2

環境保全活動の推進重点課題 3

日本郵政グループ各社の主な取り組み
日本郵政グループでは、「人に優しい事業環境の整備」、「社会、地域社会への貢献の推
進」、「環境保全活動の推進」をグループとして特に共通的に取り組むCSRの重点課
題と位置づけ、取り組み計画を策定してグループ一丸となって取り組んでいます。

全国津々浦々に拠点を持つ日本郵政グループとして、高齢者、障がいのあるお客さまなどにもご満足いただけ
るような、施設・機器類およびサービスの総合的なユニバーサルデザイン化を進めています。

日本郵政公社時から取り組んでいる、被災地救助のための郵送・送金の免除などの防災・被災地支援や、グルー
プ各社の事業内容に応じた、地域社会での教育・啓発活動などを行っています。

日本郵政グループは、平成20年度から24年度までを対象とした「環境ビジョン」を定め、「地球温暖化対策の実
施」と「持続可能な森林育成の推進」の2つのフォーカス分野を設定して取り組んでいます。

● 主な取り組み一覧

● 点字による各種サービスのお取り扱い
（ポストの収集時刻表示、不在配達通知カード、
点字キャッシュカードの発行、保険契約内容のお
知らせなど）

● 局舎・施設のバリアフリー化
● 郵便料金の軽減
（聴覚障がい者用ゆうパック、点字ゆうパック、心
身障がい者用ゆうメール）

● 青い鳥郵便はがきの無償配布
● 目の不自由な方のための郵便はがき
（くぼみ入りはがき）
● 年金配達サービス
● ニュー福祉定期貯金

● 主な取り組み一覧

● 防災協定
● 災害時の被災地支援
（被災者への郵便はがきなどの無償交付、通帳亡
失時の貯金払戻しなどの非常取り扱い、保険金
などの非常即時払など）

● 社会福祉の増進を目的とする事業の支援
● こども110番
● 使用済みインクカートリッジなどの回収
● ひまわりサービスの実施

● 第三種・第四種郵便物の取り扱い
● 年賀寄附金配分助成事業
● ゆうちょボランティア貯金
● 「私のアイデア貯金箱」コンクール
● 振り込め詐欺防止のための講演会
● ラジオ体操の普及推進
（「夏季巡回ラジオ体操・みんなの体操会」、
「1000万人ラジオ体操・みんなの体操会」、「特
別巡回ラジオ体操・みんなの体操会」）

● 地球温暖化対策の実施 ● 持続可能な森林育成の推進

当グループでは、京都議定書の第一約
束期間と同じ平成20年度から24年度まで
の5年間で、CO2排出量の15%削減（平成
18年度実績比）に取り組んでいます。

注：「15%削減」の内訳には、削減数値設定当時に想定
していた法律による宿泊施設（かんぽの宿など）の
譲渡・売却による自然減分（8.0%）を含んでいます。

当グループは、木材から生まれる「紙」を基盤とする事業者として、
平成20年度から24年度までの5年間で、コピー用紙使用量の25%
削減（平成18年度実績比）に取り組んでいます。
また、「JPの森づくり運動」として、社員ボランティアによる植樹活
動や、幼児期の子どもたちに一貫した森づくりプログラムの体験を
通じて、「健全な環境意識」と「たくましく生きる力」が育まれること
を目指す「JP子どもの森づくり運動」への支援なども行っています。

地球温暖化対策
の実施

● ISO14001への取り組み
● 環境に配慮した建物の推進
● エコ電力セービング
● エコ安全ドライブの実施
●  日常業務の中における省エネルギーへの
取り組み

●  環境対応車両の導入（電気自動車、ハイブ
リッド車、電動アシスト付自転車）の導入

● 郵便局での電気自動車の試行配備
● プラグインハイブリッド車（PHV）の導入
● カーボンオフセット寄附金助成事業
●  カーボンオフセット年賀・地球温暖化防止
キャンペーン

持続可能な
森林育成の推進

● 「JPの森」
● 支社・フロントラインの森づくり

● JP子どもの森づくり運動
● 「海の森」支援活動

● 主な取り組み一覧
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作業風景

当グループでは、支社およびフロントラインにおいて、森林育成活動に取り組んでいます。

第3回 いわての森林の感謝祭

集合写真

平成21年5月30日、日本郵政グループは、「いわて

の森林の感謝祭」（岩手県遠野市）に協賛するとともに、

当日は、地元郵便局・郵便事業株式会社支店の社員お

よび家族を中心に、郵便局株式会社東北支社および日

本郵政株式会社本社の社員も含めて総勢約60名が参

加し、間伐作業等を行いました。

JPF育樹祭’08　北海道

平成20年10月5日、日本郵政グループ各社の社員とその家族約500

人が、「道民の森」（北海道当別町）において、日本郵政公社時代の平成

16年から18年に自ら植樹した約3,900本の木々の成長に驚きつつ、育

樹活動（草刈り）を行いました。その後も引き続き活動を行っています。

平成20年3月8日、日本郵政グループ各社の社員とOB等

約120人が、愛媛県松山市の水源確保の一助となるのだと

いう思いを馳せながら、参加者全員で約600本のクヌギ等の

苗を植えました。その後も引き続き活動を行っています。

    

育樹祭風景

感謝祭活動風景

JPの森づくり運動
日本郵政グループでは、公社時代から取り組んで

きた森林育成活動を進化・発展させ、さらに持続可能

な森林育成の推進に寄与できるよう、平成20年度か
ら「JPの森づくり運動」と題して、グループ全体で持

続可能な森林の育成を推進しています。

日本郵政グループは、木材から生まれる「紙」を基

盤とする事業を行っており、このような取り組みを推

進することは、私たちの大きな責務と考えています。

そこで、グループのネットワークを基盤とし、NPO

法人などの団体と協働しながら、森林育成から環境

教育まで幅広い活動を通して持続可能な森林の育成

を推進する「JPの森づくり運動」に取り組んでいます。

その内容は、社員ボランティアが「JPの森」等にお

いて植樹・育林を実施するものから、他団体の取り組

みを支援するものまで、幅広い活動となっています。

「JPの森」
日本郵政グループでは、当グループが主体的に森

林を育成する場として、全国各地に「ＪＰの森」を設け、

当グループの役員・社員等のボランティアにより植樹・

育林活動を行っていくこととしています。

その第１号として、NPO法人「ドングリの会」との協

働により、千葉県君津市に設けた「JPの森（久留里ド

ングリの森）」において、平成20年5月から社員ボラ

ンティアによる植樹・育林活動を開始しました。この地

では、平成22年度までの3年間で10ヘクタールの伐
採跡地に広葉樹を植樹していく予定です。これまで

の社員ボランティアによる植樹会・育林活動の概要は

次のとおりです。そのほか、協働団体主催の活動に随

時社員が参加して下草刈りや地ごしらえの育林活動

を行いました。

当グループでは、また、全国の郵便局をはじめとす

る当グループの拠点において、これまで実施してきた

施設の空きスペースでの植林・育林や、個々に行って

きた地域における活動への参加をより推進し、自治

体や各地域のNPO法人などと協働して地域における

森林育成活動に取り組んでいます。

平成21年11月21日（土）集合写真／こどもエコクラブのみなさんと平成21年2月21日（土）作業風景

支社・フロントラインの森づくり

石手川上流 水と緑のプラン
平成20年5月24日（土）

参加者：120人
（社長をはじめとする、グループの役員・社員等）

活動内容：植樹
（約１ヘクタールに広葉樹の苗を600本植樹）

平成21年2月21日（土）
参加者：70人
（グループ社員、家族等）

活動内容：植樹
（約１ヘクタールに広葉樹の苗を600本植樹）

平成21年6月6日（土）
参加者65人
（グループ社員、家族等）

活動内容：下草刈り

平成21年11月21日（土）
参加者70人
（グループ社員、家族等、参加団体等）

活動内容：下草刈り、地ごしらえ、自然観察

海の森での植林ボランティア活動
平成20年11月8日（土）、東京
湾の埋立地にある「海の森」で、

東京都が主催するボランティア

植樹活動に、日本郵政グループ

の社員・家族の総勢70人が参加
し、植樹活動を行いました。 海の森での植林ボランティア活動の様子 集合写真
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日本郵政グループは、NPO法人「子どもの森づ
くり推進ネットワーク」が運営する「子どもの森づく
り運動」に賛同し、全国の郵便局をはじめとする日
本郵政グループで、その全国的な普及支援活動を
行っています。
「子どもの森づくり運動」は、保育園・幼稚園にお
いて、園児が「森で種（ドングリなど）を拾い」、「園
で苗木を育て」、「森に植える」という一貫した森づ

JP子どもの森づくり運動
くり体験プログラムを通して、子どもたちが幼少期
から植物や森林と触れ合いながら、自然や木々の
大切さや命の尊さなど「健全な環境意識」と「たく
ましく生きる力」を育むことを目指す活動です。
この「子どもの森づくり運動」のフラグシップ事業
として、平成20年度からの3年間で、全国の都道府
県に１園、「JP子どもの森づくり運動」が展開され
ることとされています。

平成20年秋には、全国14の都道府県で種拾い・
園庭のプランターへの種植え活動が実施され、多
くの実施園で日本郵政グループの社員が活動に参
加し、応援と交流を行いました。
平成21年春には、各園で蒔いたドングリが芽吹き、
各地で苗木のお披露目会が行われました。また、夏

①

②

③

④

⑤⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

⑫

⑬
⑭

① 北海道：三和新琴似保育園

② 秋田県：湯沢保育園

④ 栃木県：高根沢第二幼稚園

③ 茨城県：聖徳保育園⑥ 神奈川県：渕野辺保育園

⑤ 東京都：清心幼稚園

⑧ 愛知県：柏井保育園

⑦ 福井県：大野幼稚園⑨ 京都府：ときわ幼稚園⑪ 広島県：みのり愛児園

⑫ 福岡県：青い鳥保育園 ⑬ 長崎県：文華保育園

⑭ 熊本県：大矢野ひまわり保育園

⑩ 大阪府：木の実保育園

： 平成20年度に活動開始した保育園・
幼稚園のある都道府県

： 平成21年度に活動開始した保育園・
幼稚園のある県

には、地域特性を勘案して、沖縄県宮古島市内の園
によるマングローブ（ヤエヤマヒルギなど）の種植え
活動が行われました。さらに、秋には新規で28都県
の実施園が種拾い・種植え活動を実施するなど、取り
組みが全国に広がっています。平成21年度も多くの
取り組みに社員が参加し、交流を深めています。

● 平成20年度に活動開始した保育園・幼稚園
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日本郵政グループ・CSR活動トピックス
　前ページまでにご紹介した取り組みのほかにも、日本郵政グループでは全国各地で
さまざまなCSR活動を行っています。ここでは、それらのうち、日本郵政本社に情報
が寄せられ、グループ内で情報共有した主な活動をご紹介します。

地域の清掃活動への参加

平成20年6月29日（日）をメイン・デーとして、北海道内の社員と
その家族約10,000人がゴミ拾いなどの清掃活動を行いました。

日本郵政グループでは、全国各地で社員が、地域の
清掃活動にボランティア参加し、活動を行っています。
以下では、それらのうち、グループ本社に情報が寄せ
られ、全国のグループ組織に情報共有した平成20年
度の取り組みを紹介します。
このほか、米子西地区および同東地区グループの

各郵便局等社員約150人による中海（鳥取県および
島根県）周辺での清掃活動（6月8日（日））、郵便事業
株式会社石見大田支店および大田第一・第二地区の
各郵便局の社員約80人による石見銀山遺跡（島根
県）周辺での清掃活動（7月6日（日））を行いました。

■ 全道一斉クリーンアップ作戦

8月5日（火）の早朝、日本郵政グループ本社の社員が各省庁の方と
一緒に霞が関周辺で一斉にゴミ拾い活動を行いました。

■ オフィス街ロードクリーン2008

オフィス街ロードクリーン2008のゴミ拾い活動

札幌中央西部地区グループは
道庁赤れんが前広場からスタート。

「eco japan cup」への参加

全国で地域に根ざした事業を展開する日本郵政グ
ループとして、地域のエコ活動を応援するため、平成
20年度から「eco japan cup」のビジネス部門・環境

「地域に根ざした環境保全事業」および「地域既存の生物との共存を意識した事業」の２つの要素を併せ持

ち、“地域共存”を打ち出すことにより、商品・サービスに付加価値をつけて地域に貢献している企業・団体を対

象としています。

受賞事業に関しては、今後の事業拡大のためにＪＰグループのチャネルを活用することも視野に入れ支援します。

■ JP 地域共存ビジネス賞について

一般社団法人環境ビジネスウィメン、三井住友銀行、日本政策投資銀行、環境省および総務省の官民５者が主

催で行う「エコビジネスの芽を見つけ、育てる。」コンテスト。

厚別地区グループのみなさん。札幌市厚別区の
幹線道路を５kmにわたって清掃。

札幌中央局の創成川清掃。
テレビのニュースでも取り上げられました。

四川大地震・ミャンマーサイクロン災害への援助

平成20年の中国四川省での大地震およびミャン
マーでのサイクロン被害に対し、全国の日本郵政グ
ループ社員からの義援金に日本郵政株式会社から

の寄附を加え、中国あての寄附として中国大使館に
1,000万円、ミャンマーあての寄附として日本赤十字
社に800万円をそれぞれ寄贈しました。

〔受賞取り組み概要〕
サツマイモの焼酎粕でできる樹脂ペレットから「土
に還る」農業用マルチシート「イモ太郎」を開発、「イ
モ生産⇒焼酎生産⇒焼酎粕⇒樹脂ペレット⇒イモ太
郎⇒畑で使用⇒イモ生産」という資源循環型ビジネ
スモデルを鹿児島で確立。

■ 平成20年度　JP地域共存ビジネス賞
　 株式会社ピースウェイブ

ビジネスベンチャーオープンに「ＪＰ地域共存ビジネ
ス賞」を提供しています。

〔受賞取り組み概要〕
40年間、植物在来種の保存と繁殖に努め、生態系の
維持や再生を意識した植生マット「野の花マット」など
を開発、都市部を中心とした屋上緑化等への導入で環
境改善に寄与しているほか、地元福島県石川町の里山
保全にも貢献。

■ 平成21年度　JP地域共存ビジネス賞
　 有限会社仲田種苗園

■ eco japan cupとは?
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人に優しい事業環境の整備重点課題 1

点字によるサービスのお取り扱い

目の不自由な方に安心してご利用いただけるよう、点字表示による各種サービスを実施しています。

柴田真哉　「郵便取扱之図（郵便局窓口）」　明治10年代　郵政資料館蔵

郵便事業株式会社のサービス

ポストの収集時刻表示 容易に郵便をご利用いただけるよう、ポストの収集時刻等の点字表示を行っています。

不在配達通知カード
受取人がご不在のため配達ができなかった郵便物やゆうパックなどをいったん支店に持ち戻る際には、保管し
ている旨と連絡先を点字で表示した点字不在配達通知カードを配布しています。

ＡＴＭの正面パネル受話器（ハンドセット）

ATM本体の受話器の音
声ガイダンスにより、操作
手順などをご案内します。

点字、点字金額表示器

点字によるご案内のほか、小さな突起
が飛び出して、取扱金額などを表示す
る点字金額表示器を備えています。

イヤホンジャック

お持ちのイヤホンをご利用いただくことに
よっても、操作手順などをお聞きになれます。

点字キャッシュカード

キャッシュカードの表面に、
お客さまのお名前を突起
で表示します。

株式会社ゆうちょ銀行のサービス

注：ご利用を希望される方は、当行または郵便局の貯金窓口にお申し出ください。

サービス 概　要

通常貯金の
取扱内容のご通知

毎月の預入、払戻し、公共料金の自動払込み等の取扱内容および現在高を印字した点字通知書を毎月1回また
は2回作成し、ご利用者へお送りするサービスです。貯金通帳には、貯金の種類を点字で表示（保管用封筒には
併せて氏名を表示）したシールを貼付します。

定額貯金・定期貯金の
取扱内容のご通知

貯金証書の契約内容を印字した点字通知書を、貯金証書とともにお渡しするサービスです。貯金証書には、貯金の
種類を点字で表示（保管用封筒には併せて氏名を表示）したシールを貼付します。定額貯金等を担保に貸付けなど
を行った際には、その内容を印字した点字通知書をお送りします。
また、満期の際には、満期の期日やお支払金額等を印字した点字通知書を満期あいさつ状とともにお送りします。

振替の取扱内容のご通知
振替口座に受け入れ、または払出しの取り扱いがあった都度、その受払金額を印字した点字通知書を作成し、振
替口座のご加入者にお送りします。
なお、この場合は、送金された方のお名前などはご通知できません。

ATM（現金自動預払機）

当行のＡＴＭは、すべてのＡＴＭにおいて、点字によるご案内や点字金額表示器により目の不自由な方も安心し
てご利用いただけます。
また、ＡＴＭ本体に備え付けられている受話器をご利用になるか、お持ちのイヤホンを接続することにより、操作
手順、取扱金額および貯金の残高をご案内します。

点字キャッシュカード
お客さまからのお申し込みにより、当行のキャッシュカードにお客さまのお名前を点字で表示してお送りします。
また、点字キャッシュカードとは別に、点字で表示した「キャッシュカードご利用のしおり」をお送りします。

点字による商品・
サービスのご案内冊子

当行または郵便局の貯金窓口には、当行の商品・サービスを点字により説明したご案内冊子を備えていますの
で、ご利用時にはお申し出ください。
なお、本冊子は点字図書館などにもお配りしています。
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くぼみ入りはがき

郵便料金の低減

郵便事業株式会社が指定する施設と、聴覚に障が
いのある方との間でやりとりされるビデオテープを内
容とする「聴覚障がい者用ゆうパック」、大型の点字
図書など、点字のみを掲げたものを内容とする「点字

ゆうパック」や、当社に届け出た図書館と、心身に障が
いのある方との間でやりとりされるゆうメール（図書）
（心身障がい者用ゆうメール）の料金を通常より安く
設定しています。

青い鳥郵便はがきの無償配布

郵便事業株式会社では、重度の身体障がい者（1
級、2級）、重度の知的障がい者（療育手帳に「A」（また
は１度、2度）と表記されている方）で希望する方には、

お一人につき、くぼみ入り通常郵便はがき20枚を、青
い鳥をデザインしたオリジナル封筒に入れて無料で差
し上げています。

目の不自由な方のための郵便はがき

目の不自由な方のための郵便はがきは、郵便はが
きの表面左下部に半円形のくぼみを入れ、目の不自
由な方でも上下・表裏がすぐ分かるようにしたはがき
です。通常はがきのほか、年賀はがき、かもめ～るに
も用意されています。
郵便事業株式会社の全国の支店で販売し、お申し
出があった場合、ご自宅へ配達しています。

年金配達サービス

郵便局株式会社および株式会社ゆうちょ銀行では、
ご高齢やお体が不自由なために、窓口に出向いて年
金などを受け取ることが困難な受給者の方に、年金や
恩給を支払期ごとにご自宅までお届けする年金配達

サービスを実施しています。
なお、このサービスのご利用には、年金配達申込書
に当行店長、郵便局長または民生委員のいずれかに
よる証明が必要となります。

ニュー福祉定期貯金

株式会社ゆうちょ銀行で取り扱っている「ニュー福
祉定期貯金」は、障がい者や遺族の方々に支給される
障害基礎年金や遺族基礎年金等の公的年金などを受

給されている方が利用できる、利率を優遇した預入期
間1年の定期貯金で、お一人さま300万円まで預け
入れることができます。

身体障がい者用駐車施設 点字ブロック

局舎・施設のバリアフリー化

郵便局株式会社では、8,258の郵便局（平成21年
7月31日現在）において、バリアフリー化済みです。
今後も局舎・施設の出入口へのスロープや手すりの
設置、視覚障がい者用点字誘導ブロックの敷設など、
ユニバーサルデザインの考えに基づき、お客さまが
安心してご利用いただけるよう取り組んでいきます。

株式会社かんぽ生命保険のサービス

契約内容のお知らせ 保険契約者さま等からの請求に基づき、「契約内容のお知らせ」を発行しています。

各種ご案内の発行
保険契約の状況に応じて、「満期のご案内」「年金のお支払いのご案内」「貸付内容のご案内」および「貸付
金返済のご案内」を発行しています。
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社会、地域社会への貢献の推進重点課題 2

防災協定

郵便局株式会社および郵便事業株式会社では、地
方公共団体からの要望などにより、防災協定の締結
実施を継続しています。

また、土砂災害防止協定および山地災害防止協定
に基づく、治山・治水関係ポスターやパンフレットの設
置、雨量計・雨量表示板の設置なども行っています。

久保田米遷　「郵便現業絵巻（貯金預所）」　明治20年頃　郵政資料館蔵

災害時の被災地支援

震災や風水害などの災害が発生した場合に、被災
者への救援活動を支援するため、郵便局窓口などに
おいて、被害にあわれたお客さまに対する非常取り扱
いなどの支援を実施しています。

支店窓口などにおいて、被害にあわれたお客さまに
対する非常取り扱いなどの支援を実施しています。
【主な内容】
● 被災者への郵便はがきなどの無償交付
● 被災者が差し出す郵便物の料金免除
●  災害地の被災者の救助を行う地方公共団体など
にあてた、災害義援金を内容とする現金書留郵便
物などの料金免除

● 道路などの損傷状況の情報提供

郵便事業株式会社の取り扱い

被災者への救援活動を支援するため、当行または
郵便局の貯金窓口において、救援などを行う日本赤
十字社、共同募金会、地方公共団体の振替口座へあ
てた災害義援金を無料でご送金いただけるサービス
を実施しています。
また、災害の発生により貯金通帳や証書、印章など
をなくされた被災者の方に対しても、一定の要件を満
たした場合には、貯金の払戻しなどを行う非常取り扱
いを実施しています。

株式会社ゆうちょ銀行の取り扱い

● 平成20年度に取り扱った災害義援金の取り扱い件数等

対象災害 取扱期間 件数（件） 金額（万円）

能登半島地震災害 平成19年3月27日～継続中 475 712

平成19年新潟県中越沖地震災害 平成19年7月18日～継続中 2,452 4,283

富山県入善町高波災害 平成20年3月5日～平成20年4月30日 426 517

佐渡市2.24冬季風浪災害 平成20年3月21日～平成20年5月30日 88 82

平成20年岩手・宮城内陸地震災害 平成20年6月17日～継続中 63,938 91,071

平成20年7月28日の大雨災害 平成20年8月1日～継続中 2,517 4,648

平成20年8月28日からの大雨による被害 平成20年9月3日～平成21年3月31日 1,744 2,763

（平成21年3月末現在）

被害にあわれたお客さまに対して緊急な需要を満
たす必要があると認められるときに、「保険料の払込
猶予期間の延伸」や「保険金などの非常即時払」など
の特別な取り扱い（非常取り扱い）を行うこととして

株式会社かんぽ生命保険の取り扱い
います。また、特別な取り扱いを行う支店および業務
委託先である郵便局に、その内容および期間を掲示
します。
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● ひまわりサービスのフロー図

お客さま
（70歳以上の高齢者）

支 店

市町村
社会福祉協議会等

協力店
（生協など）

①注文はがきの集荷

②注文はがきの配達

⑤ゆうパックの配達

③発送等の依頼

④注文品をゆうパック
　として差出し

インクトナーカートリッジ回収箱

● インクカートリッジサイクル図

①郵便局 ④家庭

③各社メーカー

②仕分け作業所

社会福祉の増進を目的とする事業の支援

郵便局株式会社、郵便事業株式会社および株式会
社ゆうちょ銀行では、国際救援、災害対策事業などの
社会福祉の増進を目的とする事業の活動を支援する
ため、共同募金会、共同募金連合会、日本赤十字社な

どの法人または団体にあてた寄附金を内容とする現
金書留郵便物の料金（特殊取り扱いの料金を含む）の
免除や、振替口座にあてた無料送金の取り扱いを実
施しています。

警察署
学校など

児童生徒
家庭

郵便局

④保護されている
　児童の家庭へ連絡

②避難
（かけ込み）

①危険発生

③警察署などへ連絡

⑤保護

⑥保護

こども110番

郵便局株式会社では、子どもに関する事件・事故を
未然に防止するため、郵便局を一次保護や110番通
報による警察への連絡などの一時的措置をとる避難
場所として、約8,000局において提供しています。

使用済みインクカートリッジ等の回収

郵便局株式会社および郵便事業株式会社では、プリ
ンターメーカー6社と協力し、使用済みインクカートリッ
ジの共同回収を行っています。平成21年6月現在、回収
箱は全国の主要な郵便局3,639局に設置されています。
郵便局にお持ちいただいた使用済みインクカートリッ

ジは、ゆうパックで仕分作業所に送られ、仕分け後は各
メーカーによって再資源化されます。
また、集荷もしくは郵便局窓口持込による廃消火器
および家庭系パソコンの回収も行っています。

ひまわりサービス

郵便事業株式会社は、地方自治体、社会福祉協議会と
の協定に基づき、過疎地域において、原則として70歳以
上の一人暮らしの高齢者および高齢者夫婦世帯を対象
に、当社の外務社員を活用して、郵便物またはゆうパック
等（以下この項において「郵便物」といいます）の配達時
における励ましの声かけ、郵便物等の集荷サービス、小

学生等からの励ましのメッセージを記載した郵便物の配
達、生活用品等の注文内容を記載した郵便物の集荷お
よびゆうパック等による注文品の配達等を行います。
全国の118自治体97支店でひまわりサービスを実施

しています（平成21年3月末現在）。

第三種・第四種郵便物の取り扱い

郵便事業株式会社は、年4回以上定期的に発行さ
れる刊行物で、当社の承認を受けたもの（第三種郵便
物）や、福祉の増進、学術研究の振興などを目的とし
て差し出される第四種郵便物の郵便料金を、低料ま
たは無料としています。
なお、第四種郵便物には、監督庁から認可等を受け
た通信教育を行う学校等と受講者との間でやりとり
される「通信教育用郵便物」、点字のみを掲げたもの

を内容とする「点字郵便物」、盲人用の録音物または
点字用紙を内容とするもので、当社が指定する施設
とお客さまとの間でやり取りされる「特定録音物等郵
便物」、栽植用の苗、苗木、茎等や繁殖用の蚕種を内
容とする「植物種子等郵便物」、年１回以上発行する
学術に関する刊行物を内容とする「学術刊行物郵便
物」があります。
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JICA在外事務所／
国内センター

独立行政法人 国際協力機構（JICA）

活動実施

公募／配分

申請／報告報告

寄附

※活動状況・成果については、当行Webサイトなどを通じて定期的にご報告します。

開
発
途
上
国
・
地
域
の
人
々

お
客
さ
ま

ゆ
う
ち
ょ
銀
行 等ゆうちょ銀行

または郵便局
の貯金窓口・
ゆうちょダイ
レクトでお申
し込み

ゆうちょ・JICA
ボランティア
基金

世界の人びと
のための

JICA基金

● ゆうちょボランティア貯金の仕組み
年賀寄附金配分助成事業

平成21年度で60周年を迎える郵便事業株式会社
の年賀寄附金配分助成事業は、年賀はがき１枚につ
き3円の寄附金が付いており、これまでに寄せられた
寄附金累計は約459億円にのぼります。
皆さまから寄せられた寄附金は、社会福祉の増進、
青少年の健全育成、地球環境の保全などの10の事業

を行う団体に対し、総務大臣の認可
を得て配分されます。平成21年度
の年賀寄附金（約4億4,602万円）
は266団体に配分されました。

寄附金付年賀はがき

配分対象事業 配分団体数（件） 配分金額（万円）

1 社会福祉の増進を目的とする事業 210 35,299

2 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又は
これらの災害の予防を行う事業 5 667

3 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は
予防を行う事業 1 141

4 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 0 0

5 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故
の発生若しくは水難の防止を行う事業 1 50

6 文化財の保護を行う事業 3 441

7 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 39 6,361

8 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業 1 50

9 開発途上にある海外の地域からの留学生または研修生の援護を行う事業 0 0

10 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に生
ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業 6 1,593

● 平成21年度における主な寄附先団体と寄附金額

ゆうちょボランティア貯金

少額・手軽な社会貢献活動として、平成20年10月1
日からゆうちょ銀行の「ゆうちょボランティア貯金」の
取り扱いをゆうちょ銀行または郵便局の貯金窓口で
行っています。
ゆうちょボランティア貯金では、お申し込みいただ
いたお客さまの通常貯金または通常貯蓄貯金の利子
（税引後）の20％を寄附金としてお預かりし、J ICA
（（独）国際協力機構）が設置している「世界の人
びとのためのJ I C A基金」を通じて、民間援助団体
（NGO等）による開発途上国・地域の貧困削減や生
活改善・向上等のための活動支援に活用させていた
だいています。

また、近年の環境保全対策の重要性にかんがみ、環
境保全に関する国際協力活動支援に特定してご寄附
いただくこともできます。
平成20年10月1日の取り扱い開始以降、平成21年

9月末までの１年間で、13,987件のお申し込みをい
ただいた結果、642,405円をJICAへ寄附しました。
なお、平成22年1月4日からは、お客さまが当行や
郵便局の貯金窓口にお越しいただかなくてもお申し
込みや寄附先の変更ができるよう、「ゆうちょダイレク
ト」（インターネットサービスに限る）でのお取り扱い
もできるようになりました。

「私のアイデア貯金箱」コンクール

「私のアイデア貯金箱」コンクールは、これからの社
会を担う子どもたちに、貯金箱の作製を通じて、貯蓄に
対しての関心を持ってもらうとともに、造形的な創造力
を伸ばす一助となることを目的として、郵便貯金事業
の創業100年を記念して昭和50年に始めたものであ
り、平成21年度で34回目を迎える長い歴史を持って
います。
今回のコンクールには、日本全国の11,416の小学
校から716,955点もの応募がありました。各小学校
での審査を通過した作品の中から、一次審査（デジタ
ル審査）を経て600点の入賞作品が選出され、その
うち特に優秀と認められた240点が二次審査に進出
しました。二次審査は平成21年12月9日に開催され、
「文部科学大臣奨励賞」「ゆうちょ銀行会長賞」「郵便
局会社会長賞」「審査員特別賞」「すごいアイデアで
賞」の各賞受賞者が決定しました。
また今回は、ご応募いただいた児童の皆さんが開

発途上国等で暮らす同年代の子どもたちの現状を理
解し、国際的な社会貢献について考えるきっかけをつ
くっていただければとの思いから、応募作品１点につ
き10円（総額7,169,550円）を、当行から（財）日本
ユニセフ協会およびJICA（（独）国際協力機構）の「世
界の人びとのためのJICA基金」に寄附しました。

「私のアイデア貯金箱」コンクールの審査模様
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当社では、毎年7月20日から8月31日までの43日
間、全国43会場において、「夏期巡回ラジオ体操・み
んなの体操会」を開催（1000万人体操祭を含む）し
ています。
夏休み期間中にラジオ体操をする風景は、日本の
夏の風物詩として浸透しており、各会場とも極めて盛
況です。
この体操会の模様はNHKラジオ第一放送で全国に
放送されています。

静岡県掛川市（平成21年8月19日）

振り込め詐欺防止のための講演会

近年、さまざまな金融犯罪が発生していますが、そ
の中でも特に振り込め詐欺が多発しています。ゆう
ちょ銀行では、お客さまに安心してご利用いただくた
めに、ATMコーナーでのお客さまへの声かけや注意
喚起文の掲出のほか、（社）全国消費生活相談員協会 
消費生活専門相談員の方に講師を依頼し、平成20年

度は全国8カ所で「振り込め詐欺等に遭わないため
に」と題した講演会を開催しました。
この講演会では、専門相談員の方から振り込め詐欺
等の手口や発生状況について説明していただき、詐
欺等の被害に遭わないようアドバイスを行いました。

ラジオ体操の普及促進

現在、ラジオ体操は「いつでも、どこでも、だれでも」
できる気軽な体操として、老若男女を問わず広く親しま
れています。
株式会社かんぽ生命保険は、ラジオ体操に関係した
行事をNHKおよび全国ラジオ体操連盟と共同で行うこ
となどを通じて、ラジオ体操の一層の普及を図ることに
より、皆さまの健康づくりに積極的に貢献していきます。

「夏期巡回ラジオ体操・みんなの体操会」

兵庫県宍粟市（平成21年8月20日）

ラジオ体操最大のイベントとして、1000万人にも及
ぶ人々に一斉にラジオ体操を行っていただくという趣
旨で、「1000万人ラジオ体操・みんなの体操祭」を毎年
1会場で実施しています。
この体操祭の模様はラジオだけでなく、ＮＨＫ総合テ
レビ等でも全国に放送されています。

「1000万人ラジオ体操・みんなの体操祭」

第48回1000万人ラジオ体操・みんなの体操祭
（平成21年8月2日 横浜市赤レンガパーク）

当社では、「特別巡回ラジオ体操・みんなの体操会」を
毎年4月から10月末（「夏期巡回」の期間を除く）の日曜
日や祝日を中心に、全国10会場程度で開催しています。
この体操会の模様もNHKラジオ第一放送で全国に
放送されています。

「特別巡回ラジオ体操・みんなの体操会」

健康づくりシンポジウム

かんぽ生命保険は、健康づくりに関する情報を広く
社会に向けて発信するため、平成21年2月19日に東京、
同年3月2日に大阪で「健康づくりシンポジウム」を開催
しました。

シンポジウムは基調講演と、各界の著名人によるパ
ネルディスカッションの二部構成で開催し、健康づく
りに関する情報を発信しました。

ラジオ体操のあゆみ

ラジオ体操は、昭和３年、当時の逓信省簡易
保険局が、国民の健康の保持・増進を図るため
に、昭和天皇のご即位の大礼を記念して制定し
たものです。
ラジオ体操の制定以降、逓信省やその流れを
くむ郵政省・日本郵政公社は、ＮＨＫおよび全国
ラジオ体操連盟（昭和３７年設立）と共同で、そ
の普及にあたってきました。

初期のラジオ体操ポスター（昭和4年） 初期のラジオ体操の会ポスター（昭和6年）

昭和3年 国民保健体操（旧ラジオ体操）の制定

昭和26年5月 現行のラジオ体操第一の放送開始

昭和27年頃 ラジオ体操出席カードの配布開始

昭和28年7月 夏季巡回ラジオ体操会の開始

昭和37年10月 1000万人ラジオ体操祭の開始

平成11年9月 みんなの体操を制定
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環境保全活動の推進重点課題 3

ISO14001への取り組み

日本郵政公社時の平成19年3月に取得した、環境
マネジメントシステムの国際規格であるISO14001
の認証を、71の郵便局、郵便事業株式会社の77支店、

● ISO14001認証取得グループ拠点

ゆうちょ銀行の27店舗において継承し、引き続き取り
組んでいます。

柴田真哉　「郵便取扱之図（山中輸送）」　明治10年代　郵政資料館蔵

郵便局名 郵便事業支店名 ゆうちょ銀行店舗名

北 海 道 札幌中央郵便局 札幌支店
旭川中央郵便局 旭川支店
函館中央郵便局 函館支店
帯広郵便局 帯広支店 帯広店
苫小牧郵便局 苫小牧支店
北見郵便局 北見支店
旭川東郵便局 旭川東支店

青 森 県 青森西郵便局 青森西支店
岩 手 県 盛岡中央郵便局 盛岡支店 盛岡店

北上郵便局 北上支店
秋 田 県 秋田中央郵便局 秋田支店
宮 城 県 新仙台支店
山 形 県 山形南郵便局 山形南支店
福 島 県 郡山郵便局 郡山支店
茨 城 県 水戸中央郵便局 水戸支店 水戸店

土浦郵便局 土浦支店
栃 木 県 宇都宮東郵便局 宇都宮東支店
群 馬 県 高崎郵便局 高崎支店 高崎店
埼 玉 県 さいたま新都心郵便局 さいたま新都心支店

川越西郵便局 川越西支店
千 葉 県 千葉中央郵便局 千葉支店

野田郵便局 野田支店
東 京 都 葛飾郵便局 葛飾支店 葛飾店

東京多摩支店
調布郵便局 調布支店 調布店

神奈川県 横浜神奈川支店
川崎港郵便局 川崎港支店
平塚郵便局 平塚支店 平塚店
綾瀬郵便局 綾瀬支店

山 梨 県 甲府中央郵便局 甲府支店 甲府店
新 潟 県 新潟中央郵便局 新潟支店 新潟店

長岡郵便局 長岡支店 長岡店
長 野 県 長野中央郵便局 長野支店 長野支店

長野東郵便局 長野東支店
松本南郵便局 松本南支店

富 山 県 富山南郵便局 富山南支店
石 川 県 金沢中央郵便局 金沢支店 金沢支店

新金沢支店
福 井 県 福井南郵便局 福井南支店

郵便局名 郵便事業支店名 ゆうちょ銀行店舗名

岐 阜 県 岐阜中央郵便局 岐阜支店 岐阜店
静 岡 県 静岡南郵便局 静岡南支店

浜松西郵便局 浜松西支店
愛 知 県 名古屋神宮支店

豊橋南郵便局 豊橋南支店
三 重 県 四日市郵便局 四日市支店 四日市店

四日市西郵便局 四日市西支店
滋 賀 県 大津中央郵便局 大津支店 大津店
京 都 府 京都中央郵便局 京都支店 京都店

福知山郵便局 福知山支店
大 阪 府 新大阪支店

枚方東郵便局 枚方東支店
兵 庫 県 神戸中央郵便局 神戸支店 神戸店

尼崎郵便局 尼崎支店
姫路郵便局 姫路支店 姫路店

奈 良 県 奈良中央郵便局 奈良支店
和歌山県 和歌山中央郵便局 和歌山支店 和歌山店
島 根 県 松江中央郵便局 松江支店 松江店
岡 山 県 岡山中央郵便局 岡山支店 岡山店
広 島 県 広島中央郵便局 広島支店

福山郵便局 福山支店 福山店
福山東郵便局 福山東支店

山 口 県 下関郵便局 下関支店 下関店
徳山郵便局 徳山支店

徳 島 県 徳島中央郵便局 徳島支店 徳島店
香 川 県 高松中央郵便局 高松支店 高松店

高松南郵便局 高松南支店
愛 媛 県 松山西郵便局 松山西支店
高 知 県 高知東郵便局 高知東支店
福 岡 県 北九州中央郵便局 北九州支店 北九州店

飯塚郵便局 飯塚支店
久留米東郵便局 久留米東支店

長 崎 県 大村郵便局 大村支店
熊 本 県 熊本北郵便局 熊本北支店
大 分 県 大分東郵便局 大分東支店
宮 崎 県 宮崎中央郵便局 宮崎支店 宮崎店
鹿児島県 鹿児島中央郵便局 鹿児島支店
沖 縄 県 那覇中央郵便局 那覇支店
合 　 計 71 77 27

定期環境内部監査風景（郵便事業福山支店） 店舗の取り組み（ゆうちょ銀行帯広店）
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日常業務の中における省エネルギーへの取り組み

日本郵政グループの各社では、日本郵政グループ
「環境ビジョン」を実効的に進めるために、省エネ行
動をまとめた冊子（マニュアル）を作成しています。こ
れには、日常業務の中における省エネルギーを実現し

ていくための具体的な方法が示されており、すべての
施設において省エネルギーやコピー用紙使用量の削
減に向けた取り組みを行っています。

環境に配慮した建物の推進

郵便事業株式会社では、支店の新築や増築、大規模
改修工事の際に環境配慮技術・省エネ手法を導入し
た環境に配慮した建物を整備しています。
また、CO2排出量およびエネルギー使用量の多い
支店を対象に省エネ診断を行い、ESCO（Energy 
Serv ice Company：省エネルギー支援企業）事業
の導入を検討するなど、環境省などの省エネ補助金
を活用した省エネ設備の導入を進めています。

「エコ電力セービング」の取り組み

郵便事業株式会社では、地球温暖化防止および健
全な事業運営の観点から、施設における電力使用量
5％削減を目標とした「エコ電力セービング」の取り組

みを全国1,091の支店において実施しています。月
単位、支店単位で電力使用量の数値目標管理を行う
など、年間を通した省エネ活動に取り組んでいます。

● ESCO導入支店（運用開始支店）

地　区 支 店 名

関　東 越谷、宇都宮東

東　京 新東京、新宿、赤坂、東京多摩

※ 平成21年度中の運用開始を目指し、現在、3支店で省エネ設備工事
を行っています。 

エコ安全ドライブの実施

郵便事業株式会社では、全国の支店・集配センター
において、環境に配慮した穏やかな運転を実施する
ことで、車両の燃料使用量を減少させ、CO 2の排出
削減を図るとともに、交通事故件数の減少を図るため
「エコ安全ドライブ」運動を展開しています。また、車

両へのステッカーの貼付、リーフレットの携行、成績優
秀者への表彰、広報誌への取り組み情報の掲載、社
員教育用のDVDの作成、ポスターの作成、社内コン
テストの実施などにより全国の外務社員の意識向上
に取り組んでいます。

環境対応車両の導入

郵便事業株式会社では、車両が排出するCO2の大
幅削減を図るため、リチウムイオン電池を搭載した次
世代電気自動車の実証実験を洞爺湖サミット開催中
（平成20年7月7日～7月9日）の同会場で行い、平
成21年度から一般業務用および営業用車両に電気
自動車（40台）の本格導入をはじめました。
また、郵便業務用電気自動車の開発に向けて、現在

使用している集配用ガソリン車のエンジンをモーター
と電池に置き換えた改造電気自動車を製造して実証
実験を行っています。さらに、輸送用トラックにはハイ
ブリッド車を、支店周辺の集配作業にはリヤカー付電
動アシスト自転車の導入を順次進めています。
このほか、一般利用も想定した電気自動車用充電
設備の設置についても検討しています。

郵便局での電気自動車の試行配備

郵便局株式会社は、地球温暖化対策の一環として
電気自動車を試行導入しています。平成21年度は、
郡山郵便局（福島県）など、全国5カ所の郵便局等に
11月から導入しました。

今後、電気自動車の試行導入結果を踏まえて、配備
拡大を検討するとともに、ハイブリッド車などの低公害
車、電動アシスト付自転車への切り替えなど、車両トー
タルでのCO2排出削減に取り組みます。

都県名 配備場所

福島県 郡山郵便局

東京都 葛飾郵便局

愛知県 郵便局株式会社東海支社

兵庫県 神戸中央郵便局

福岡県 福岡中央郵便局

● 試行配備場所

リヤカー付電動アシスト自転車
集配用ガソリン車を改造した
電気自動車

リチウムイオン電池を搭載した次世代電気自動車
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参考：「EV・PHVタウン」について
「EV・PHVタウン」は、運輸部門における低炭素社会の実現を
目指し、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の本格普及
に向けた実証実験のためのモデル事業で、平成21年3月に経済
産業省が都道府県を対象として提案募集を行い、8都道府県（青
森県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、愛知県、京都府および
長崎県）をモデル地域として指定しています。
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カーボンオフセット寄附金助成事業

郵便事業株式会社は、平成20年用年賀はがきより、
寄附の目的を地球環境の保全を図るための温室効果
ガス削減への貢献に限定した「カーボンオフセット年
賀」を発行しました。お預かりした寄附金およびそれ
と同等額の当社からの寄附金は、排出権の取得・償却
にすべて充てられます。排出権については、国連に認
証された途上国における温室効果ガス削減・吸収プロ
ジェクトであるクリーン開発メカニズムから得られる
排出権（CDM）に加え、平成22年度からは国内で実施
される温室効果ガス削減・吸収プロジェクトから得られ
る排出権（J-VER）も対象とします。
平成21年度までに寄せられた寄附金額の累計は約

3億円にのぼり、平成21年度は12団体へ１億5,141万
円を配分しました（平成21年度はCDMのみを対象）。
また、これとは別枠で森
林育成やCO 2排出削減に
結びつく活動・啓発などの
事業に助成を行うなど、京
都議定書で定められた温
室効果ガス削減目標であ
るマイナス6％の達成に貢
献しています（平成21年
度は12団体へ3,990万円
助成）。

● カーボンオフセット寄附金の仕組み

カーボンオフセットはがき

カーボンオフセット年賀・地球温暖化防止キャンペーン

月刊ソトコト、有限責任中間法人ロハスクラブ、日
本郵政株式会社および郵便事業株式会社は、地球温
暖化防止への啓発を目的として平成20年度に「いき
ものが暮らす、地球の未来へ贈ろう！～カーボンオフ
セット年賀・地球温暖化防止キャンペーン～」を実施
しました。
キャンペーンのひとつとして、いつまでも「いきも
のたち」と暮らしていけるよう、エコ宣言を書いた年
賀状を動物園・水族館のいきものへ贈るなどのイベン
ト等を実施し、地球温暖化の問題やカーボンオフセッ
トの考え方を広く周知するとともに、個人レベルでの
温暖化防止への行動の必要性について理解啓発を
図りました。

カーボンオフセット年賀・地球温暖化防止キャンペーンの様子

プラグインハイブリッド車（PHV）の導入

郵便事業株式会社は、環境保全活動推進の一環とし
て、保有車両を電気自動車、ハイブリッド車など環境対
応車両に順次更改していく方針のもと、プラグインハ
イブリッド車（PHV）を導入することとし、トヨタ自動車
株式会社の「プリウス プラグインハイブリッド」10両
を、平成22年3月中旬までに配備することとしました。
今回配備する車両は、赤色のボディに当社独自のロ

ゴとデザインをあしらい、「EV・PHVタウン」地域に所
在する支社および支店に、一般業務用および営業用
車両として配備します。
当社では、国および地方自治体における電気自動車
やPHVの本格普及に向けた取り組みに協力・連携する
ことにより、電気自動車など環境対応車の社会的普及
に貢献していく方針です。

都府県名 配備先 配備時期※ 配備数

青森県 青森西支店（青森市） 3月中旬 1

東京都 新東京支店（江東区） 3月上旬 1

新潟県 両津支店（佐渡市） 3月上旬 1

福井県 福井南支店（福井市） 3月中旬 1

愛知県 東海支社（名古屋市中区） 3月上旬 2

名古屋支店（名古屋市西区） 3月中旬 1

豊田支店（豊田市） 3月上旬 1

京都府 京都支店（京都市下京区） 3月中旬 1

長崎県 福江支店（五島市） 3月中旬 1

● プリウス プラグインハイブリッドの配備先および配備時期

※ 具体的配備時期は、配備先各支店の
受入準備状況に応じて決定します。

● 配備車両デザイン
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※

こ ど も 環 境 し ん ぶ ん
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日本郵政グループキャラクター　ポポック
にっぽんゆうせい

サミットって、何か知っていますか？

世界の８つの国および EUから、その

国などを代表する人が集まる会議の

ことです。今年は日本の北海道洞爺湖

でサミットがおこなわれます。一番大

きなテーマは、地球温暖化問題です。

みんなで今どうすればよいかを話し合

います。日本郵便も温暖化問題に真

剣に取り組んでいます。

温暖化の一番大きな原因は、CO2（二酸
化炭素）が増えすぎることです。でも、
みんなが生きている限り、CO2の排出量
はゼロにはなりません。だから、自分
たちが出した分だけ、CO2を減らそうと
いう考えが生まれました。たとえば、
車を使うとCO2を排出します。カーボ
ンオフセットとは、このCO2を植林や
風力発電など環境のためになることを
応援することで「打ち消す」という考え
方です。

このように、「みんなで出したCO2を
みんなで打ち消す」という仕組みが、
カーボンオフセットです。

年賀状や暑中見舞いのはがきに、
「カーボンオフセットはがき」がある
のを知っていますか？ カーボンオフ
セットはがきは、CO2を出さない風力
発電や水力発電などを助けたり、環
境に役立つことを応援するはがき
です。みんなも地球温暖化を防ぐた
めに、カーボンオフセットはがきで手紙
を出してみませんか？

温暖化の大きな原因のひとつに、排気ガスがあります。
そのため、日本郵便は、洞爺湖サミットの会場で電気
自動車やハイブリッド車を使います。環境にやさしい
車で、郵便物や荷物を配達するためです。

日本郵便は、普段からエコ安全ドライブを心
がけています。エコ安全ドライブとは、急
発進や急ブレーキを減らすなど、環境に優
しいおだやかな運転をすることで排気ガ
スを減らすとともに安全運転にもつなが
るという考え方です。

木は、温暖化の原因となるCO2を吸い込み、酸素に
変えてくれます。そのため、日本郵便は、みんなで
森にどんぐりの木を植えること（植樹といいます）を
応援しています。未来の子どものために、どんどん
森がふえてゆきますように。

いま地球温暖化が深刻な問題に
なっています。温暖化とは、地球
の平均気温が上昇することをい
います。気温が上昇することで
自然界のバランスが崩れてしまい、
ハリケーンでたくさんの人が亡く
なったり、寒い地域の氷が解け
て海面が上昇し、ツバルという
国が沈みかけるなど、世界中の
いろいろなところで被害が起きて
います。この先、100年後には平
均気温は最大 5.8℃上がると予
測されていて、これから温暖化問
題はみんなの力で解決していく必
要があります。

カーボンオフセットはがき

北海道洞爺湖サミット電気自動車・
ハイブリッド車

カーボンオフセットって何？

JPの森

くいず 

温暖化
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風力発電
風車など、風の力から電気を生み出す仕組み。

水力発電
ダムなど、水の力から電気を生み出す仕組み。

で ん  き  じ  ど う し ゃ

※ハイブリッド車＝ガソリンと電気を組み合わせて動く自動車。

※カーボンはCarbon Dioxide（二酸化炭素）の略です。

カーボン（二酸化炭素）※

オフセット（打ち消す）

　　地球温暖化を防止するために、
　　みんなができることは？

　　１　歯をみがくとき水を出しっぱなしにしている

　　２　冷蔵庫のあけっぱなしをやめる

　　３　緑を大切にし、森を育てる

　　４　ノートを最後まで使いきらずに捨てる

みんなで電気などの
エネルギーの無駄使いをやめて、
地球温暖化を防ごう！

Ｑ
A

各国の代表

答え　 正解は２・３　

※

か ん き ょ う

お ん だ ん  か

 にっ ぽ ん ゆ う び ん

 にっ ぽ ん ゆ う び ん  ふ  だ ん あ んぜ ん

あ ん ぜ ん きゅう

こころ

は っ し ん

う ん て ん

か た

お ん だ ん  か い ち ば ん お お げ ん い ん しーおーつー

しーおーつー

しーおーつー

しーおーつー

しーおーつー

しーおーつー

に  さ ん

か  た ん  そ ふ

い か ぎ は いしゅつりょう

 じ  ぶ ん

 だ  ぶ ん  へ

 かんが  う

 くるま  つか  はいしゅつ

 しょくり ん

  ふうりょく はつ で ん かんきょう

  に    さ ん    か    た ん   そ

  う　　　　 　け

  お う え ん   う   け   かんが

  かた

  だ

  に さん か たん そか ー ぼ ん

ふうしゃ かぜ ちから でん き

ちからみず でん き

う だ し    く

う だ し    く

だいおきさいど     りゃく

    だ

    ふ う  し ゃ

    き

しーおーつー

こうじょう

しーおーつー

    う
    け

    し　  く 　

れ いぞ う こ

  う   し   く

き お ん だ ん  か

ち  きゅう  お ん  だ ん  か し ん こ く も ん だ い

お ん だ ん  か ち きゅう

へ い き ん  き   お ん

き 　お ん じょうしょう

し  ぜ ん かい く ず

ひ と な

さ む ち  い き こおり と

かい めん じょうしょう

くに しず せ　かい じゅう

ひ　がい お

さき ねん　ご へい

きん　 き　お ん さい だい あ よ

そく お ん だ ん  か  も ん

だ い

よ う

か い け つちから ひ つ  

じょうしょう

げ ん い ん す こ さ ん   そ

か  に っ ぽ ん ゆ う び ん

 も り  き  う  しょくじ ゅ

  お う え ん   み  ら い   こ

  も り

  き   う

ね ん   が   じょう

ふ う りょく

は つ で ん た す か ん

きょう や く  だ お う え ん

ち  きゅう お ん だ ん  か ふ せ

て が み

ふうりょくはつでん

て がみ

ねん   が
  じょう

で ん 　き

ち きゅうおんだん か

みず だは

れいぞう こ

みどり たいせつ もり そだ

さい  ご つか す

こたせいかい

ぼ う し

む だ   づ か

お ん だ ん  か  ち  きゅう ふ せ

か

ち    きゅう

すい りょくは つで ん

だ

す い りょく は つ で ん

し ょ ちゅう  み   　ま

し

だしーおーつー

  け

はい
き

でん    き

は い   き

きゅう へ

へ あ ん ぜ ん う ん て ん

かんが

か ん　きょう や さ

ゆ う び ん ぶ つ は い た つ に   も つ

 じ  ど う し ゃ し ゃ つ か か んきょう

くるま

と う  や   こ か い じょう で ん  き

お お げ ん い ん は い  き

な に し

せ  か い く に いーゆー

く に だ い ひょう ひ と あ つ か い  ぎ

 こ  と し  にっ ぽ ん ほ っ か い ど う と う  や  こ

い ち ば ん お お

 ち  きゅう お ん だ ん  か  も ん だ い

い ま は な

 にっ ぽ ん ゆ う び ん お ん だ ん  か  も ん だ い し ん

け ん

せ か い
にっぽ ん

い ー ゆ ー

し ゃ

の

で ん き く あ う ご  じ ど うしゃ

い    

 にっ ぽん

と う  や 　 　 　 こあ つ

かっ こく  だい ひ
ょう

と  く

 あ
み

　

　

　

　

　

　

　

しーおーつー

平成20年に開催された北海道洞爺湖サ
ミットにおいて、可能な限りサービス提供に
伴うCO2排出量を削減し、環境負荷を軽減
したサービスの提供を試行することなどに
より、環境施策を全世界へPRしました。

郵便事業株式会社では、平成20年11月16日に、
植樹「未来への約束」を、「JPの森（久留里ドングリ
の森）」において実施いたしました。当社が北海道洞
爺湖サミットにおいて提供した「リユース可能な環
境配慮型輸送梱包箱」をご利用いただいたお客さま
に、さらなる付加価値としてお約束したものです。
当日は、青少年ペンフレンドクラブ、環境省こども

こども環境しんぶん

植樹風景

タイムカプセル

「未来への約束」植樹活動

北海道洞爺湖サミット関連施策

電気自動車

書類用梱包箱

（1）電気自動車利用による配達・集荷の実施
（2） 約100回繰り返し使える環境配慮型輸送梱包箱の提供
（3） カーボンオフセットはがきや地球環境問題、サミットに

ついて解説した「こども環境しんぶん」を制作し、全国
の小学校へ配付

パソコン用梱包箱

エコクラブおよび日本郵政グループから合計65名
が参加し、NPO法人ドングリの会の指導のもと、汗
を流しました。
また、ご参加いただいた方には、未来の夢メッ
セージを書いてもらい、各団体の代表者が植えた
記念樹のそばにタイムカプセルを埋め、将来に向
かって思いを馳せる有意義な一日となりました。

集合写真
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郵政資料館は、逓信総合博物館（ていぱーく※）内に
あって、明治以前の資料を含むおよそ190万点の
郵政・その他の資料を所蔵し、それらをテーマごと
に整理して、常設展示、企画展示、Web公開等によ
り情報発信しています。2008年度には、切手原画
作者の作品等を内容とする『原田泰治「ふるさと心
の風景」展』、わが国郵便の創始者の業績を紹介す
る『「前島密」没後90年記念展』等の特別展・企画展

郵政資料館（Postal Museum）の運営

も多数実施し、年間14万人を超える来館者があり
ました。また、小学生の夏休み時期に合わせた子ど
も向けカルチャー教室の開催、大学からの要請を踏
まえた大学生への学芸員実務の実習機会の提供も
行いました。

※ ていぱーくは、日本郵政株式会社・東日本電信電話株式会社・日
本放送協会の3者で共同運営しているわが国唯一の「情報通信
関係の総合博物館」です

郵政資料館の常設展示
このスペースでは、郵便、郵便貯金、簡易生命保険
の各事業の成立や発展の歴史を当時の資料により
紹介するとともに、約32万種の世界の切手を集め

た「切手ギャラリー」や、郵便配達のシミュレーター
などのコーナーを設けて、実物の閲覧や作業の疑
似体験をしていただいています。

日本郵政グループは、逓信総合博物館（ていぱー
く）内の郵政資料館に、明治以前の資料を含む190
万点を超える膨大な郵政・その他の歴史資料を所蔵
しています。
そこで、これらの資料を十分活用すべく、平成20
年10月から、同博物館において、石井寛治東京大
学名誉教授をはじめとする7名の先生方による「郵
政資料館の所蔵資料を活用した郵政の歴史・文化に
関する研究会」を開催し、分野別の分科会を設けて

多くの研究者の方々にご参加いただき、これらの所
蔵資料を用いた研究を行うこととしました。
それらの成果は順次公表される予定であり、その
第一弾として、平成22年3月に『郵政資料館研究紀
要』を発行し、ホームページに情報を掲載しました。
当グループはこれらの活動を通じて、今後とも社会
貢献活動の拡大や同資料の情報発信力強化を図っ
ていくこととします。

郵政歴史文化研究会の開催

常設展示コーナーの様子

明治18年頃の郵便局窓口

郵便配達シミュレーター

切手ギャラリー

■ 通信と郵便の歴史
郵便の創始者である「前島密」氏とその業績を紹介するとともに、
郵便・郵便貯金・簡易生命保険の成立から発展の歴史を当時の資
料をもとに展示

■ 郵便局と郵便物の流れ
映像、シミュレーター、ゲーム等により、郵便局の仕事と郵便物の
流れを紹介

■ 郵政と文化
郵便局員の制服や郵便ポストなど、生活に慣れ親しんだ風景の中
にある郵政の姿を時代を追って紹介

●  郵便事業の創業者「前島密」の生涯と功績（陸・海運の振興・鉄道計画・新聞育
成など日本の近代化に貢献）を紹介

● 郵便・郵便貯金・簡易生命保険の創業から発展を資料・錦絵・ポスターで紹介
● 明治18年(1885)頃の郵便局の窓口を再現

●  郵便局バーチャルツアー
　 郵便が届くまで」を大型映像で放映、「郵便配達シミュレーター」で郵便バイ
クに乗った郵便配達を疑似体験

●  貯金と保健のロールプレイングゲームで仕組みを体験学習

●  切手・はがきのうつりかわり ●  世界のポスト紹介・郵便ポストのうつりかわり
●  制服のうつりかわり ●  切手ギャラリー

また、郵政資料館には、全国に5箇所の分館があり、130余年の歴史の流れの中にあって、
それぞれの郵政関係情報が展示・公開されています。

郵政資料館
〒100-0004 東京都千代田区大手町
2-3-1逓信総合博物館「ていぱーく」内

前島記念館
〒943-0119 新潟県上越市大字下池
部神明替1317-1

明治村内郵政資料館（宇治山田郵便局）
〒584-0000 愛知県犬山市内山1番地
博物館明治村内

沖縄郵政資料センター
〒900-8799 沖縄県那覇市壷川3-3-8
那覇中央郵便局内

広島逓信病院旧外来棟被爆資料室
〒730-0004 広島県広島市中区東白
島町19-8（見学は事前申込制）

全国の郵政資料館・分館

坂野記念館
〒701-1144 岡山県岡山市北区栢谷
1039-1

37 日本郵政グループ 社会・環境レポート 38日本郵政グループ 社会・環境レポート



日本郵政株式会社
〒100-8798 東京都千代田区霞が関一丁目3番2号
TEL.03-3504-4411（日本郵政グループ代表番号）

http://www.japanpost.jp/csr/
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